
 

 

～ 日本海難防止協会シンガポール連絡事務所発SRO news ～ 

（Ref No：21－008） 

 

１ パラオに新しく設置された大規模省庁である人材・文化・観光及び開発省

（Ministry of Human Resource, Culture, Tourism and Development）の大臣

に、パラオ政府観光局トップ（Chairman of Palau Visitors Authority Board）

の Ngirai Tmetuchl 氏が指名された。同氏は米国の大学で学士号を取得したほ

か、広島大学及び山口大学の大学院でも学位を取得し、不動産、旅行代理店及

び建設業で成功した実業家である。同省は、基本的に文化、若者、人的資源、

労働、観光、開発を所掌する。一方、保健省、教育省及び法務省は未だ大臣が

任命されておらず、引き続きウィップス大統領が担当大臣となる。 

原文 

（11th May 2021, Island Times） 

 

２ パラオで新型コロナウイルスに関する入国要件について、5 月 22 日に発効

する新たな保健省令で手続きが定められ、航空券を購入する前にパラオ政府へ

の登録をし、承認を受け、「検疫証明書（Quarantine Certificate）」を取得

する必要がある（「PalauGov.pw」サイトにアクセスして実施）。 

原文 

（14th May 2021, Island Times） 

 

３ マーシャル諸島の首都マジュロに、ナウル協定締約国（Parties to the 

Nauru Agreement (PNA)）の新たな 4 階建ての本部ビルが開設された（2010 年

以来、本部はマジュロに置かれている）。 

原文 

（14th May 2021, Marshall Islands Journal） 

 

４ キリバス政府が、第二次世界大戦中に米軍基地だったカントン島の滑走路

と橋を改修するため中国と協議しているとの憶測が広がっている。キリバスの

野党議員が再開発計画の設計図を見たとしている。同議員はまた、米国が同島

をキリバスに返還した際に米国は同島を第三国の軍事目的のために使用しない

よう具体的に求め、その同意は今も有効なはずで、キリバスは米国に波風を立

てたくはないだろうだと述べている。キリバス政府は沈黙を守っているが、在

タラワ中国大使館は Pacific Beat紙に対し、キリバス政府の要請でこのプロジ

ェクトの実現可能性を政府と話し合っていると述べた。 

原文 

（7th May 2021, Australian Broadcasting Corporation） 

 

https://islandtimes.org/tmetuchl-endorsed-to-head-super-ministry/
https://islandtimes.org/quarantine-certificate-required-before-getting-airline-ticket-to-palau/
https://www.abc.net.au/radio-australia/programs/pacificbeat/kiribati-china-runway/13333720


５ サモア最高裁判所で 5月 17日、国家元首が宣言した 4月の総選挙のやり直

しが無効と判断された。また、選挙管理委員会が決定した女性議員の追加当選

も無効と判断された。これにより、新党 FAST側は 26議席（無所属 1名含む）、

人権擁護党（HRPP）側は 25議席となり、FAST党首の Fiame Naomi Mata'afa 氏

が新政権を樹立する見込みとなった。しかしながら、24 日（月）に召集予定の

議会は開かれず、23 日（日）の夜、HRPP 党員である議会議長は、22 日（土）

に議会招集を取り消した国家元首の決定に従うと述べ、これを否定した 23 日

（日）日中の最高裁の決定に従わず、議事堂を封鎖する措置をとった。これに

対し、FAST 党の Fiame Naomi Mata'afa 党首は、議事堂の外で独自に首相への

就任を宣誓し、混迷が深まっている。 

原文 

（17th May 2021, Radio NZ） 

原文 

（24th May 2021, Radio NZ） 

 

６ パプアニューギニア（PNG）と同国のブーゲンビル自治州政府は、権限の

移譲（transfer）に関する新たな条件に合意した。ブーゲンビル平和協定の下、

自治州政府は、PNG 政府の自治州に対する権限が着実に縮小していくと考えて

いたが、PNG 政府は自治州政府に権限を受ける能力がないとみなし進んでいな

かった。しかしながら、今般 PNG のマラペ首相と自治州のトロアマ大統領はシ

ャープ協定（Sharp Agreement）と呼ばれる合意に達し、自治州政府は権限を受

ける能力を示す必要がなくなり、財務上の問題も提起されず、権限移譲要求後

12 か月間の待機も必要とされなくなった。一方、独立に関する国民投票結果に

関する正式な協議は今月中に開始する予定。2019 年の拘束力のない国民投票で

は、自治州の 97.7%の人々が PNGからの独立に賛成している。 

原文 

（14th May 2021, Radio NZ） 

 

７ 太平洋諸島フォーラム（PIF）の財務・経済担当大臣会合が主導する

Pacific Resilience Facility (PRF)の設立趣意書が発表される。15 億 USドル

の資本調達を目標とし、達成されれば地域の政府への助成金の提供を開始する。

PRF は、緑の気候基金などの既存のメカニズムでは提供されない、気候変動へ

の適応のための資金調達のニーズに対処する。 

原文 

（14th May 2021, Marshall Islands Journal） 

※参考：PRFの HP（リンク参照） 

 

８ Keppel Data Centres、川崎重工業、Linde Gas Singapore、商船三井及び 

Vopak LNG の 5 社は、シンガポールに液化水素を供給するインフラ開発のコン

セプトを共同研究する覚書を締結した。水素の生産、液状化、輸出国における

輸出ターミナル、外航タンカーによる輸送、そしてシンガポールにおける輸入

https://www.rnz.co.nz/international/pacific-news/442739/samoa-court-dismisses-call-for-second-election
https://www.rnz.co.nz/international/pacific-news/443222/parliament-locked-as-samoa-turmoil-continues
https://www.rnz.co.nz/international/pacific-news/442540/png-and-bougainville-agree-on-new-terms-for-power-transfer
https://www.forumsec.org/prf/


ターミナル、貯蔵施設及び再ガス化施設を含む液化水素供給網の技術的及び商

業的実現可能性を共同研究する。 

原文 

（12th May 2021, Splash） 

 

  

https://splash247.com/mol-and-kawasaki-heavy-come-onboard-singapore-liquefied-hydrogen-project/


 

 

 



 


